

























































































































































































































































































































































































































































































































































(10) 玉井裕子＝石井文晃＝滝川佳代「企業買収と Due Diligence」自正50巻10号109頁参照。
(11) 青山大樹「英米型契約の日本法的解釈に関する覚書（下）―『前提条件』、『表明保証』、
『誓約とは何か』NBL895号73頁（2008）」。例えば、表明保証条項の法的性質を「保証された
性質の欠如を瑕疵担保責任により担保されるべき瑕疵に含める判例の立場を前提として、表明
保証条項は瑕疵の範囲を拡大する特約であると考える立場」と「売買契約とは別個に売買契約
に従たる損害契約が成立しているととらえる立場」がある。
(12) 例えば、買収に関し表明保証条項が存在したとされ、売主側の責任を認めた事例として
は、東京高判平成8・12・18金法1511号61頁、東京地判平成18・１・17判時1920号136頁、東京
地判平成19・７・26判タ1268号192頁がある。表明保証条項が存在せず、売主側の責任が否定
された事例として、大阪地判平成４・９・17判タ832号146頁、東京地判平成19・９・27判時
1987号134頁がある。
(13) 小菅成一「M&Aにおけるデュー・デリジェンスの法的諸問題」民情260号75頁（2008）
によれば、企業買収に際して買主はデューデリジェンスを行う義務があるとされる。かかる義
務を買主に認めることには疑問があるが、デューデリジェンスを尽くしていないことは買主側
の落ち度であり、このことは売主の説明義務違反の有無の判断に影響を及ぼすものと解する。
(14) 川島いづみ「判批」金判1292号４頁参照。
(15) 奈良輝久「判批」金判1283号２頁以下参照。
(16) 奈良・前掲注（15）４-５頁参照。
(17) 於保不二雄『注釈民法（４）総則（４）』26頁〔浜上則雄〕（有斐閣、1967）によれば、一
定の事実関係が存在する場合に、代理権授与表示の黙示の意思表示または代理権授与の推定と
いう理由付けにより、一定内容の代理権があるとする裁判例や学説が存在するとされる。しか
し、本件のような場合に、事実上の授権があったかどうかは慎重に判断すべきものと解する。
(18) 奥田昌道『注釈民法（10）債権（１）』418頁〔北川善太郎〕（有斐閣、1987）によれば、
債務者と履行補助者は、従属的関係、独立した関係、法律的関係、事実的な関係、一時的関
係、継続的関係など様々な関係に立つものとされる。また、履行補助者であるかどうかの判断
に、履行補助者が代理権・管理権を有しているかどうかは特に重要ではないとされる。なお、
浜上・前掲注（17）によれば、代理人の契約締結上の過失について本人が責任を負うことを否
定する根拠はないとされる。
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(19) 本田純一「『契約締結上の過失理論』について」『現代契約法大系第1巻』207頁以下（有斐
閣、1983）参照。
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